
              兼業について               

 

 

職員が本学の業務以外の業務に従事しようとする場合（以下、「兼業」という）、あらかじめ兼業許可

申請書により学長に申請し、許可を受けなければなりません。 

兼業は、原則として勤務時間外に職務以外として行い、職務の遂行に支障がなく、かつ、兼業先との

間に物品購入等の契約関係その他の特別な利害関係がない場合に限り認められます。 

 

 

 １．許可が必要な兼業  

 

①兼業 

 職員が、報酬を得て営利企業以外の事業の団体の役員等の職に就き、又は事業に従事すること。 

 （例）地方労働委員会の執行機関の委員等 

 

②教育に関する兼業 

 教員（教授、准教授、講師、助教、外国人教師、外国人研究員）が、報酬の有無に関わらず、教育に

関する職に就き、又は事業に従事すること。 

 （例）各種学校の非常勤講師、地方公共団体の教育を所管する審議会の委員等 

 

③営利企業の事業に関する兼業 

 職員が、報酬を得て営利企業の役員等の職に就くこと。 

 原則として禁止されていますが、大学教員（教授、准教授、講師、助教）が、以下の兼業を行う場合

に限り、認められることがあります。 

 （１）技術移転兼業…………大学、大学共同利用機関等における技術に関する研究成果を、民間事業

者に対し移転する事業を実施する営利企業その他の団体の職を兼ねる

こと。 

 （２）研究成果活用兼業……大学教員自らが創出した研究成果を活用する事業を実施する営利企業そ

の他の団体の職を兼ねること。 

 （３）監査役兼業……………株式会社等の監査役の職を兼ねること。 

 

④自営兼業 

 職員が、商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業を自ら営むこと。 

 原則として禁止されていますが、農業、牧畜、酪農、果樹栽培、養鶏等にあっては客観的に営利を目

的としていないと判断されるとき、不動産又は駐車場の賃貸にあっては規模により認められることがあ

ります。 

 

⑤無報酬の兼業 

 職員が、勤務時間外に無報酬で職務以外の業務に従事すること。 



 ２．許可を必要としない兼業  

 

①短期間の兼業 

職員が、従事する期間が１日限りであるもの、又は２日以上６日以内、かつ、総従事時間数が 10 時

間未満の兼業を行うこと。 

ただし、年に数回程度で、従事する時間が数時間程度であっても、長期間の任期を設けて営利企業以

外の事業の団体の役員等の職に就く場合は、許可が必要な①兼業に該当します。 

 兼業許可申請書による申請は必要ありませんが、学長宛の派遣依頼文書を人事課職員係へご提出くだ

さい。 

 

②職務兼業 

 以下のすべてに該当するものについては、勤務時間内に職務として従事することができます。 

（１）次のいずれかに該当すること。 

ア．教育、学術、文化、スポーツの振興を図ることを目的とする特殊法人・公益法人等の各種委

員等の業務で、特に公益性が高いと認められるもの。 

イ．大学が、国や地方公共団体と教員の資質向上・能力の向上及び学校教育上の諸課題への支援・

対応等又は教育、学術、文化、スポーツの振興を図ることを目的とした協定に基づく業務で

あること。 

（２）従事回数が年間数回程度であること。 

（３）職務に支障がないこと。 

（４）先方から文書で学長に対して依頼されたものであること。 

（５）学長に対して協力要請を受けたものについて、大学を代表し参加するものであること。 

 

 ３．許可の制限  

 

 許可された兼業の操従事時間数の合計が、職務兼業の従事時間数を除き、週８時間を超える場合には、

学長が兼業を制限することがあります。 

 

 ４．許可の手続き  

 

 別紙「兼業依頼書 兼 許可申請書」または「許可申請書」（本学の兼業依頼書によらない様式で依

頼文書が届いた場合）を人事課職員係へご提出ください。 

 申請から許可までにはある程度の期間を要するため、お早めにご提出くださるようお願いいたします。 

 

【手続きの流れ（記入例参照）】 

①兼業先が、「兼業依頼書」部分を記入 

②申請者が「許可申請書」部分に署名し、所属長押印のうえ、人事課職員係へ提出 

③学長決裁後、公印を押印した許可申請書の写しを送付 

 

ご不明な点がありましたら、人事課職員係（内線 2119）へお問い合わせください。 



② 

① 

③ 

△△年△△月△△日 

 

国立大学法人浜松医科大学長 殿 

                              〒△△△－△△△△ 

所在地 ○○市○○区○○△－△ 

名 称 ○○○○病院 

代表者 病院長 ○○ ○○  

 

 

兼業依頼書 

 

下記により、貴学職員に兼業を依頼したいので、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１ 兼業を依頼する職員 

所属（ ○○○○科 ）・職名（ ○○ ）・氏名（ ○○ ○○ ） 
 

２ 依頼する内容 

      役職名（ 非常勤医師 ） 

      ※貴機関が市中病院、医療機関はチェック不要です。大学の『非常勤講師（それに類す
るものも含む）』の場合に限り、次のうちから選択願います。 

   当該職は、□基幹教員である  ✓基幹教員ではない 

職務内容（ 外来診療業務 ） 

兼業地・場所（ ○○○○病院  ○○市○○区○○△－△ ） 
 

３ 期間 

       △△年△△月△△日（又は □許可日） ～ △△年△△月△△日 
 

４ 従事態様 

       ■（ 毎週 ・ 毎月第   ） ○ 曜日 ＜△△時△△分～△△時△△分＞ 

□（ 年 ・ 月 ・ 週 ・ 期間内 ）につき  回 ＜１回当たり  時間程度＞ 

□その他（                               ） 

 ※『宿日直勤務』の場合には、次のうちから選択願います。 

従事する診療科は、労働基準監督署長の許可を 

✓受けている  □一部受けている（  時から  時まで） □受けていない 
 

５ 報酬 

       ■有（ 月 ・ 日 ・ 時間 ・ 回 ・ その他（        ）  △△，△△△ 円 ） 

□無 
 

６ 依頼書に対する回答文書 

       ■不要 ・ □必要 
 

７ 本件について外部からの開示請求があった場合、開示して差し支えがある内容 

       □機関名（代表者名を含む） ・ □役職名 ・ □職務内容 
 

８ 担当者氏名、連絡先 

       （ ○○○○課  ○○ ○○ TEL：△△△－△△△－△△△△ ） 

 

（以下、浜松医科大学使用欄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許可申請書 

 

上記依頼に係る兼業の許可を申請します。 

△△年△△月△△日  申請者署名  ○○ ○○   
 

本件について、承諾します。 

△△年△△月△△日  所属長  ○○ ○○     印 

 
上記の兼業を許可する。 
 

  年  月  日 
 

国立大学法人浜松医科大学長 

（記入例） 



 

 5．宿直日直勤務に従事する者の労働時間等に関する規定の適用除外許可申請について  

 

 断続的な宿直又は日直勤務については、労働基準監督署長の許可を受けることにより、労働基準法で

定める労働時間、休憩及び休日に関する規定の適用を除外することができます。 

 許可基準や申請方法など詳しい情報に関しては、厚生労働省 HP をご参照ください。 

 

 なお、許可を受けているか不明な場合には、許可を受けていないものとして対応してください。 

 

 

 

 

【兼業依頼様式等掲載 HP】 

大学トップページ＞企業・研究者の方へ＞教職員への兼業依頼について 

 

https://www.hama-med.ac.jp/cooperation/kengyo.html 

https://www.hama-med.ac.jp/cooperation/kengyo.html

